【法人名】 弔慰金規定サンプル

（目的）
第１条	本規程は、従業員等の福利厚生制度として実施する弔慰金・見舞金制度について定める。
（定義）
第２条	本規程において「従業員等」とは、次の各号に掲げる者をいう。
1 【雇用形態や雇用期間等に応じて必要があれば記述】
2 
3 
（死亡弔慰金）
第3条	従業員等が死亡したときは、別表１に定める金額を死亡弔慰金として支給する。
（高度障害見舞金）
第4条	従業員等が、別表２の高度障害状態になったときは、別表１に定める金額を高度障害見舞金として支給する。
（受給者の範囲）
第5条	死亡弔慰金の給付を受ける者の範囲及び順位は、労働基準法施行規則第４２条および第４３条の定めによるものとする。
(2)	高度障害見舞金の給付は、従業員等本人に支給する。
（給付）
第6条	弔慰金・見舞金の支給を受けようとする者は、次に掲げる書類を提出しなければならない。
1 【申請書や診断書等、必要書類があれば記述】
2 
(2)	弔慰金・見舞金は、前条に定める書類が到達した日から、原則として■日【30日や45日など】以内に支給する。
(3)	弔慰金・見舞金は、受給者指定の銀行口座への振込により支給する。ただし、やむを得ない事由がある場合は、現金払いとすることができる。
（社会保険等との調整）
第7条	本制度による給付は、他の社会保険との調整は行わずに支給する。
（弔慰金・見舞金を支払わない場合）
第8条	従業員等が、次のいずれかを原因として死亡または高度障害状態になった場合には、本制度による給付を行わない場合がある。
1 従業員等の故意によるとき
2 精神障害または泥酔の状態を原因とするとき
3 無免許運転・飲酒運転等公序良俗に反する原因によるとき
4 その他前各号に準ずる行為があったと認められるとき
（制度の運営）
第9条	本制度を円滑かつ安全に運営するため、大阪商工会議所の生命共済制度に加入し、制度の一部を委託する。
（付則）
第10条	本規程は、第７条の加入日より実施する。
別表１	支給額
	
	役員
	部課長
	一般従業員

	死亡弔慰金
	万円
	万円
	万円

	高度障害見舞金
	万円
	万円
	万円


別表２	高度障害状態
1 両眼の視力を全く永久に失ったもの
2 言語またはそしゃくの機能を全く永久に失ったもの
3 中枢神経系・精神または胸腹部臓器に著しい障害を残し、終身常に介護を要するもの
4 両上肢とも、手関節以上で失ったか、またはその用を全く永久に失ったもの
5 両下肢とも、足関節以上で失ったか、またはその用を全く永久に失ったもの
6 1上肢を手関節以上で失い、かつ、1下肢を足関節以上で失ったか、またはその用を全く永久に失ったもの
7 1上肢の用を全く永久に失い、かつ、1下肢を足関節以上で失ったもの

	【ご利用時のご注意】
このサンプル文書は、中小企業向けの一般的な規定例です。ご自身の法人の実情（雇用形態、業種、支給額等）に応じて、各項目をカスタマイズしてご使用ください。
また、税務・法務上の万全さを保証するものではありません。必要に応じて弁護士・社会保険労務士等にご相談ください。
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